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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第37期第１四半期連結累計期間及び第38期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

４．第37期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

第１四半期 
連結累計期間

第38期
第１四半期 
連結累計期間

第37期

会計期間
自  平成24年１月１日
至  平成24年３月31日

自  平成25年１月１日 
至  平成25年３月31日

自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日

売上高 (千円) 1,214,210 1,502,189 9,475,369

経常利益又は経常損失(△) (千円) △ 121,965 △ 251,413 436,999

四半期純損失(△)又は当期純利
益

(千円) △ 80,372 △ 159,757 233,224

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △ 80,372 △ 159,757 233,224

純資産額 (千円) 3,119,195 3,252,320 3,432,778

総資産額 (千円) 5,895,365 7,111,596 7,092,582

１株当たり四半期純損失金額
(△)又は１株当たり当期純利益
金額

(円) △ 11.65 △ 23.15 33.80

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 52.9 45.7 48.4
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当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

なお、当社は、平成25年５月15日開催の取締役会において、当社の100％連結子会社である株式会社サ

ンセイコミュニティを吸収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました（合併予定日

（効力発生日）は平成25年７月１日であります）。 

  

２ 【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済状況は、欧州の一部諸国の財政破綻懸念や米国にお

ける厳しい財政支出削減問題、世界経済を牽引してきた中国の経済成長の鈍化等がみられたものの、政

権交代による各種の経済政策への期待感から円安の進行や株式市場の活況、堅調な個人消費等により、

景気は回復基調で推移いたしました。 

当社グループが属する不動産業界におきましては、日本銀行の金融資産買入れ等の金融緩和策の実施

に伴う資金調達環境の改善を受け、新規物件取得の動きが活発化するなど、不動産市況は概ね回復基調

で推移しております。 

このような状況の中で、当社グループは組織の効率化とレベルアップの推進及び仕入情報チャネルの

拡大を図り、安定的な事業成長の継続と今後の利益の源泉となる物件仕入の強化に努めてまいりまし

た。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高1,502百万円（前年同期比23.7％増）となっ

たものの、建築事業において大型施設工事の仕様変更等に伴う工事原価の増大により、営業損失233百

万円（前年同期は108百万円の営業損失）、経常損失251百万円（前年同期は121百万円の経常損失）、

四半期純損失159百万円（前年同期は80百万円の四半期純損失）となりました。 

セグメント別の概況は次のとおりであります。  

① 不動産販売事業  

不動産販売事業におきましては、底地76件、居抜き物件1件、所有権物件11件の販売をいたしまし

た。その結果、売上高は1,187百万円（前年同期比14.7％増）となり、セグメント利益は67百万円

（前年同期比1.1％増）となりました。 

② 建築事業  

建築事業におきましては、戸建・リフォーム工事等37件の販売をいたしましたが、大型施設工事に

おいて、仕様変更等に伴い工事原価が増加いたしました。その結果、売上高は305百万円（前年同期

比60.4％増）となりセグメント損失は174百万円（前年同期は58百万円のセグメント損失）となりま

した。  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況
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③ その他事業  

その他事業におきましては、新規管理物件の獲得に向け賃貸物件の情報ルートの開拓や媒介物件の

獲得に向け積極的な営業活動を行いました。その結果、売上高は13百万円（前年同期比26.1％増）、

セグメント損失は2百万円（前年同期は3百万円のセグメント損失）となりました。 

  

（流動資産） 

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末と比べ11百万円増加し、6,267

百万円となりました。これは、主に現金及び預金の減少248百万円、売掛金の減少54百万円、販売用不

動産の増加308百万円によるものであります。 

（固定資産） 

当第１四半期連結会計期間末における固定資産は、前連結会計年度末と比べ7百万円増加し、843百万

円となりました。これは、主に有形固定資産の減少4百万円、無形固定資産の増加10百万円によるもの

であります。 

（流動負債） 

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末と比べ469百万円増加し、3,567

百万円となりました。これは、主に買掛金の減少379百万円、短期借入金の増加467百万円、その他流動

負債の増加351百万円によるものであります。 

（固定負債） 

当第１四半期連結会計期間末における固定負債は、前連結会計年度末と比べ270百万円減少し、292百

万円となりました。これは、主に長期借入金の減少274百万円によるものであります。 

（純資産） 

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末と比べ、180百万円減少し、3,252

百万円となりました。これは、利益剰余金の減少180百万円によるものであります。 

  

  

(2) 財政状態の分析
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成25年５月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,900,000 6,900,000
大阪証券取引所

JASDAQ 
（スタンダード）

完全議決権であり、権利関係
に何ら限定のない当社の標準
となる株式であります。 
なお、単元株式数は100株で
あります。

計 6,900,000 6,900,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成25年１月１日～ 
平成25年３月31日

－ 6,900,000 － 257,000 － 218,000

(6) 【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年12月31日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

 
(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式69株が含まれております。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

6,898,300
68,983

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社の標準となる株
式であります。なお、単元株式数は
100株であります。

単元未満株式
普通株式

1,700
― １単元（100株）に満たない株式

発行済株式総数 6,900,000 ― ―

総株主の議決権 ― 68,983 ―

② 【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年１月１

日から平成25年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年１月１日から平成25年３月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

第37期連結会計年度 東陽監査法人 

第38期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間 有限責任 あずさ監査法人 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 859,058 610,458

売掛金 256,237 201,496

販売用不動産 4,834,082 5,142,190

未成工事支出金 2,238 13,770

貯蔵品 3,956 3,515

その他 304,125 298,773

貸倒引当金 △3,133 △2,282

流動資産合計 6,256,565 6,267,921

固定資産   

有形固定資産 134,718 130,621

無形固定資産 79,376 89,566

投資その他の資産   

投資不動産 481,973 481,973

減価償却累計額 △50,944 △52,547

投資不動産（純額） 431,029 429,425

その他 191,964 195,130

貸倒引当金 △1,071 △1,070

投資その他の資産合計 621,922 623,486

固定資産合計 836,017 843,674

資産合計 7,092,582 7,111,596

負債の部   

流動負債   

買掛金 769,710 390,523

短期借入金 1,882,770 2,350,120

賞与引当金 333 30,443

その他 444,714 796,001

流動負債合計 3,097,527 3,567,088

固定負債   

社債 42,500 42,500

長期借入金 483,460 208,725

資産除去債務 4,228 4,244

その他 32,088 36,717

固定負債合計 562,277 292,187

負債合計 3,659,804 3,859,275
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 257,000 257,000

資本剰余金 218,000 218,000

利益剰余金 2,957,792 2,777,335

自己株式 △14 △14

株主資本合計 3,432,778 3,252,320

純資産合計 3,432,778 3,252,320

負債純資産合計 7,092,582 7,111,596
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 1,214,210 1,502,189

売上原価 897,006 1,244,822

売上総利益 317,204 257,367

販売費及び一般管理費 426,079 490,875

営業損失（△） △108,874 △233,508

営業外収益   

受取利息 26 118

貸倒引当金戻入額 1,223 853

損害保険金収入 － 1,651

その他 713 1,173

営業外収益合計 1,963 3,797

営業外費用   

支払利息 12,359 20,073

支払手数料 1,103 1,255

その他 1,590 373

営業外費用合計 15,054 21,702

経常損失（△） △121,965 △251,413

特別利益   

固定資産売却益 1,128 －

特別利益合計 1,128 －

特別損失   

固定資産除却損 1,135 －

特別損失合計 1,135 －

税金等調整前四半期純損失（△） △121,973 △251,413

法人税等 △41,600 △91,655

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △80,372 △159,757

四半期純損失（△） △80,372 △159,757
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △80,372 △159,757

その他の包括利益   

その他の包括利益合計 － －

四半期包括利益 △80,372 △159,757

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △80,372 △159,757

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 
  

  

  

【継続企業の前提に関する事項】

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年１月１日  至  平成25年３月31日)

税金費用の計算方法 税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効

税率を乗じて計算する方法を採用しております。
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該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。 
  

 
  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

(四半期連結損益計算書関係)

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年１月１日
至  平成24年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年１月１日
至  平成25年３月31日)

減価償却費 15,474千円 15,674千円
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前第１四半期連結累計期間(自  平成24年１月１日  至  平成24年３月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年１月１日  至  平成25年３月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。  

  

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月29日 
定時株主総会

普通株式 41,400 6.00 平成23年12月31日 平成24年３月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月28日 
定時株主総会

普通株式 20,699 3.00 平成24年12月31日 平成25年３月29日 利益剰余金
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Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成24年１月１日  至  平成24年３月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １．調整額は以下のとおりであります。 

 (1) 売上高の調整額は、セグメント間の内部取引消去であります。 

(2) セグメント損益の調整額△114,175千円は主に各報告セグメントに配賦していない全社費用であります。

全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント損益(△は損失)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成25年１月１日  至  平成25年３月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １．調整額は以下のとおりであります。 

 (1) 売上高の調整額は、セグメント間の内部取引消去であります。 

(2) セグメント損益の調整額△124,375千円は主に各報告セグメントに配賦していない全社費用であります。

全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント損益(△は損失)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

不動産販売
事業

建築事業 その他事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 1,035,722 170,003 8,484 1,214,210 － 1,214,210

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ 20,476 2,246 22,723 △ 22,723 －

計 1,035,722 190,480 10,730 1,236,934 △ 22,723 1,214,210

セグメント損益(△は損失) 67,183 △ 58,382 △ 3,499 5,300 △ 114,175 △ 108,874

  (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額 
(注)１

四半期連結
損益計算書 
計上額
(注)２

不動産販売 
事業

建築事業 その他事業 計

売上高    

  外部顧客への売上高 1,187,866 303,284 11,039 1,502,189  － 1,502,189

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

－ 2,290 2,497 4,787 △ 4,787 －

計 1,187,866 305,574 13,536 1,506,977 △ 4,787 1,502,189

セグメント損益(△は損失) 67,927 △ 174,863 △ 2,197 △ 109,133 △ 124,375 △ 233,508
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１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であるため、記載しており

ません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報)

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年１月１日
至  平成24年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年１月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △ 11円65銭 △ 23円15銭

 (算定上の基礎)

四半期純損失金額(△)(千円) △ 80,372 △ 159,757

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △ 80,372 △ 159,757

普通株式の期中平均株式数(株) 6,900,000 6,899,931

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。  

  

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成25年５月15日

株式会社サンセイランディック 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社サンセイランディックの平成25年１月１日から平成25年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連
結会計期間(平成25年１月１日から平成25年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年１月１日
から平成25年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損
益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サンセイランディック及び連結子
会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適
正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
その他の事項 
会社の平成24年12月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結

累計期間に係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によっ
て四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成24年５
月11日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して平成25年３月28日付けで無限
定適正意見を表明している。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    中  井     修    印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    橋  本  裕  昭    印

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。




